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船戸　明

【1】 前回のおさらい【資料１】
（1） 平成１8年　寝耳に水の夕張市財政破綻

（2） 自治体財政をめぐる動向　～新公会計＆財政健全化法
（3） 新公会計制度の導入

（4） 新公会計制度による財務書類の活用方法と将来性
【2】 財政健全化法の成立

（1） 背景・目的

1 平成17年：竹中大臣の総務大臣就任、地方分権21世紀ビジョン懇談会

2 平成18年の夕張市破綻（破綻の意味は？）
3 連結発想、ストック概念の導入【資料２】
4 破綻に対する事前予防措置（早期是正が目的）
（2） 報道発表【資料３】
（3） 概要【資料４】
1 新たな4指標の策定、公表

2 早期健全化段階、財政再生段階の明確化

3 ②に基づく財政健全化計画・財政再生計画の策定、議決、公表、更新

4 監査委員の役割強化、外部監査の義務付け

5 公営企業の経営健全化

（4） 附帯決議

1 地方分権の観点から、国の関与は必要最小限にとどめる

2 指標の算出方法や基準の制定に際しては、画一的な基準とせず、地方六団体の意見を反映

3 再生振替特例債についての措置を講じ、地方債残高の縮減に配慮

4 弁護士・公認会計士の登用も含めた監査委員制度・外部監査制度の充実

5 財務書類の整備促進措置を講じ、連結ベースでの資産・負債の状況把握及び統一的な地方公会計基準について早急に具体的な検討を進めること
6 地方債の引受状況の実態開示

（5） スケジュール

1 H19/6：財政健全化法成立、公布

2 H20/4：一部施行（指標の公表関連）

3 H20/9：H19年度決算に基づき、4指標公表

4 H21/4：残り施行（計画策定関連）

5 H21/秋：H20年度決算に基づき、健全化計画の策定、再生計画の策定等

【3】 財政健全化法の新指標【資料４】
（1） 実質赤字比率

（2） 連結実質赤字比率　：　新規指標（連結発想の導入）

（3） 実質公債費比率

（4） 将来負担比率　　　：　新規指標（ストック概念の導入）

【4】 新指標の判定・意義

（1） 早期健全化段階と再生段階

（2） それぞれに求められる対策

（3） 外部からの監視
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